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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の受動型光ネットワーク・トランシーバであって、前記複数の受動型光ネットワー
ク・トランシーバのそれぞれが複数の個別信号のそれぞれを伝送する前記複数の受動型光
ネットワーク・トランシーバと、
　複数の光スプリッタと、
　前記複数の受動型光ネットワーク・トランシーバに接続された第１端と前記複数の光ス
プリッタに接続された第２端とを有して、前記第１端と前記第２端との間に複数の並列伝
送チャネルを形成するマルチチャネル伝送リンクであって、前記複数の並列伝送チャネル
のそれぞれは前記複数の個別信号のそれぞれに対応するようなマルチチャネル伝送リンク
と、を備える光アクセス・ネットワークであって、
　前記マルチチャネル伝送リンクは、複数の個別のコアを有するマルチコアファイバを少
なくとも１つのスパンとして具備し、そのマルチコアファイバは、前記複数の個別のコア
のそれぞれが前記複数の個別の信号のそれぞれと対応するように、前記複数の個別の信号
を空間分割して多重伝送を行ない、
　前記マルチチャネル伝送リンクは、前記マルチコアファイバの前記複数の個別のコアを
それぞれの単一のコアからなる複数のファイバに結合して、複数の個別の信号のそれぞれ
を伝送するテーパーマルチコアカプラによって前記複数の光スプリッタに接続されるマル
チコアファイバ・スパンを有し、
　前記テーパーマルチコアカプラは、複数の個々のファイバを有し、その複数の個々のフ
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ァイバのそれぞれはテーパー・カプラ本体において一緒にまとめられる第１端を有し、
　前記個々のファイバのコアは、前記テーパー・カプラ本体を通して延在し、前記マルチ
コアファイバの前記個々のコアの構成と一致するコア構成を有する端面にて終端し、
　前記カプラ端面は、前記マルチコアファイバに接続され、
　前記複数のファイバは、前記複数の光スプリッタ内のそれぞれのスプリッタに接続され
たそれぞれの端を有する光アクセス・ネットワーク。
【請求項２】
　請求項１に記載の光アクセス・ネットワークであって、
　前記マルチコアファイバは単一モードマルチコアファイバである光アクセス・ネットワ
ーク。
【請求項３】
　請求項１に記載の光アクセス・ネットワークであって、
　前記複数の受動型光ネットワーク・トランシーバは、第１テーパーマルチコアカプラに
よってマルチコアファイバ・スパンの端に接続され、
　前記複数の光スプリッタは、第２テーパーマルチコアカプラによってマルチコアファイ
バ・スパンの端に接続される光アクセス・ネットワーク。
【請求項４】
　請求項１に記載の光アクセス・ネットワークであって、
　前記複数の受動型光ネットワーク・トランシーバはアレイとして構成され、
　前記マルチチャネル伝送リンクは、前記複数の受動型光ネットワーク・トランシーバの
前記アレイ構成と一致するコア構成を有するマルチコアファイバのスパンを有し、
　前記一致するコア構成を有する前記マルチコアファイバ・スパンは、前記マルチコアフ
ァイバ・スパンの前記複数のコアが前記複数の受動型光ネットワーク・トランシーバ内の
それぞれのトランシーバと位置合せされた状態で前記複数の受動型光ネットワーク・トラ
ンシーバに直接に接続される端面を有する光アクセス・ネットワーク。
【請求項５】
　請求項１に記載の光アクセス・ネットワークであって、
　前記複数の受動型光ネットワーク・トランシーバは、中央局の光回線終端装置内に配置
される複数の受動型光ネットワーク・トランシーバを含み、
　前記複数の光スプリッタは、リモートモードで接続される複数の光スプリッタを含む光
アクセス・ネットワーク。
【請求項６】
　請求項５に記載の光アクセス・ネットワークであって、
　前記リモートモードで接続される前記複数の光スプリッタは加入者構内における光ネッ
トワークユニットに接続されている光アクセス・ネットワーク。
【請求項７】
　請求項５に記載の光アクセス・ネットワークであって、
　前記複数の受動型光ネットワーク・トランシーバは、１４９０ナノメータの波長のダウ
ンストリーム信号の送信機と、１３１０ナノメータの波長のアップストリーム信号の受信
機とを備える光アクセス・ネットワーク。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　関連出願の相互参照
　本願は、次の米国特許仮出願の優先権の利益を主張するものであり、次の米国特許仮出
願は、本願の譲受人によって所有され、参照によってその全体が本明細書に組み込まれて
いる。
　　２０１０年３月１６日に出願した米国仮出願第６１／３１４，１８３号、および
　　２０１０年３月１０日に出願した米国仮出願第６１／３１２，４９７号。
【０００２】
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　本発明は、全般的には多芯ファイバ伝送のシステムおよび方法に関する。
【背景技術】
【０００３】
　インターネット・サービスの急速かつ全世界的な増加は、大容量光ファイバ通信の必要
を加速してきた。図１に、従来技術による例示的な光ネットワーク・アーキテクチャ２０
の単純化された図を示す。このネットワーク・アーキテクチャは、コア・ネットワーク６
０を介してデータを送信し、受信するデータ・センタ４０を含む。アクセス・ネットワー
ク８０が、コア・ネットワーク６０に接続され、ネットワーク加入者の構内９０にデータ
を送信し、ネットワーク加入者の構内９０からデータを受信するのに使用される。
【０００４】
　図２は、アクセス・ネットワーク８０の例示的なアーキテクチャの単純化された図であ
る。コア・ネットワーク６０からのデータは、光回線終端装置（ＯＬＴ）８４の中央局（
ＣＯ）８２によって受信される。その後、そのデータは、リモート・ノード（ＲＮ）８６
に転送され、ＲＮ　８６では、受動光スプリッタ８８が、そのデータをネットワーク加入
者の構内９０（図１）に配置された複数の光ネットワーク・ユニットＯＮＵ１…ＯＮＵｎ
に分配するのに使用される。各ＯＮＵｎは、その信号を受動光コンバイナ８８に送り、そ
の信号はＯＬＴ　８４で受信され、その後、これらの信号は、コア・ネットワークに送信
される。
【０００５】
　最近の情報理論研究は、ファイバあたりの容量が光ネットワークにおける極限点に達し
たことを示した。したがって、ファイバあたりの容量を増やすために多芯ファイバ（ＭＣ
Ｆ）を使用するネットワーク・コンポーネントの設計および開発へのかなりの関心がある
。実用的応用例でＭＣＦのシステム性能およびコスト有効性に対して大きい影響を有する
クリティカルな問題は、（１）トランシーバからＭＣＦに出入りする個々の信号を結合す
る構造および技法の開発、（２）長距離にわたって低損失低クロストークで各コア内の信
号トランスポートを可能にする効率的なＭＣＦの設計および実証、ならびに（３）高いケ
ーブル密度と共に低コストでトランシーバとして市販コンポーネントを使用することがで
きるＭＣＦ伝送システムの開発である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】米国仮出願第６１／３１４，１８２号明細書
【特許文献２】米国特許第５，８６４，６４４号明細書
【特許文献３】米国仮出願第６１／３１４，１８１号明細書
【特許文献４】米国仮出願第６１／３１４，１８４号明細書
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の第１の態様は、第１および第２の複数の伝送デバイスがあり、第１および第２
の複数の伝送デバイスのうちの少なくとも１つがアレイとして構成される光データ・リン
クを対象とする。マルチチャネル伝送リンクは、その間で複数の並列伝送チャネルを形成
するために第１の複数の伝送デバイスに接続された第１端および第２の複数の伝送デバイ
スに接続された第２端を有する。マルチチャネル伝送リンクは、現在のマルチファイバ配
置またはリボン配置より大幅に小さいコア間間隔を有し、複数の伝送デバイスのうちの少
なくとも１つのアレイ構成と一致する構成を有する、複数の個々のコアを有する多芯ファ
イバを含む。多芯ファイバは、多芯ファイバの個々のコアが複数の伝送デバイスのうちの
少なくとも１つ内のそれぞれのデバイスと位置合せされた状態で複数の伝送デバイスのう
ちの少なくとも１つに直接に接続される端面を有する。本発明のさらなる態様によれば、
マルチチャネル伝送リンクは、多芯ファイバを複数の伝送デバイスのうちの少なくとも１
つに接続するテーパー多芯カプラを含む。
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【０００８】
　本発明のさらなる態様は、複数の受動光ネットワーク・トランシーバと、複数の光スプ
リッタと、複数の並列伝送チャネルをその間で形成するために複数の受動光ネットワーク
・トランシーバに接続された第１端および複数の光スプリッタに接続された第２端を有す
るマルチチャネル伝送リンクとを含むアクセス・ネットワークを対象とする。マルチチャ
ネル伝送リンクは、複数の個々のコアを有する多芯ファイバの少なくとも１つのスパンを
含む。
【０００９】
　マルチチャネル伝送リンクは、テーパー・カプラ本体で一緒にまとめられるそれぞれの
第１端を有する複数の個々のファイバを含むテーパー多芯カプラによって複数の光スプリ
ッタに接続される。個々のファイバのコアは、伝送リンクの端で多芯ファイバ・スパンの
個々のコアの構成と一致するコア構成を有する端面で終わるテーパー・カプラ本体を通っ
て延びる。カプラ端面は、多芯ファイバに接続され、個々のファイバは、複数の光スプリ
ッタ内のそれぞれのスプリッタに接続されたそれぞれの端を有する。
【００１０】
　本発明のもう１つの態様は、第１および第２の複数の伝送デバイスと、第１の複数の伝
送デバイスと第２の複数の伝送デバイスとの間の複数の並列伝送チャネルを形成するため
に第１の複数の伝送デバイスに接続された第１端および第２の複数の伝送デバイスに接続
された第２端を有するマルチチャネル伝送リンクとを含む光コア・ネットワークを対象と
する。
【００１１】
　マルチチャネル伝送リンクは、複数の個々のコアを有する多芯ファイバの少なくとも１
つのスパンを含む。第１の複数の伝送デバイスおよび第２の複数の伝送デバイスのうちの
少なくとも１つは、テーパー・カプラ本体で一緒にまとめられるそれぞれの第１端を有す
る複数の個々のファイバを含むテーパー多芯カプラによって多芯ファイバの端に接続され
る。個々のファイバのコアは、多芯ファイバの個々のコアの構成と一致するコア構成を有
する端面で終わるテーパー・カプラ本体を通って延びる。カプラ端面は、多芯ファイバに
接続され、個々のファイバは、第１の複数の伝送デバイスおよび第２の複数の伝送デバイ
スのうちの少なくとも１つ内のそれぞれのデバイスに接続されたそれぞれの端を有する。
【００１２】
　本発明の上記の態様ならびにその利益は、下で詳細に述べられる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】従来技術による例示的な光ネットワーク・アーキテクチャを示す単純化された図
である。
【図２】従来技術によるアクセス・ネットワークの例示的なアーキテクチャを示す単純化
された図である。
【図３】本発明の態様による高速光データ伝送のシステムを示す図である。
【図４】本発明の態様によるテーパー多芯カプラを示す等角図である。
【図５】本発明の態様によるグレーデッドインデックス多芯ファイバの端面を示すイメー
ジである。
【図６】断層撮影インデックス・プロファイラ（ｔｏｍｏｇｒａｐｈｉｃ　ｉｎｄｅｘ　
ｐｒｏｆｉｌｅｒ）によって測定された、図５に示された多芯ファイバの屈折率分布を示
す図である。
【図７】本発明の態様による、空間分割多重、波長分割多重、マルチチャネル、マルチス
パン伝送システムを示す概略図である。
【図８】本発明の態様によるテーパー多芯コネクタを示す概略図である。
【図９】本発明の態様による例示的なＰＯＮアーキテクチャを示す概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
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　本発明の態様は、（１）高性能スーパーコンピュータおよびデータ・センタ、（２）コ
ア・ネットワーク、ならびに（３）光アクセス・ネットワークの領域におけるＭＣＦ伝送
アプリケーションで使用される構造および技法を対象とする。
【００１５】
　この３つの文脈での応用に関するシステム要件およびトランシーバ・テクノロジには大
きい相違がある。したがって、個々のトランシーバとＭＣＦとの間の接続性をもたらすの
に使用される構造および技法は、異なる。
【００１６】
　この説明は、次のように編成されている。
　１．データ・センタ
　２．コア・ネットワーク
　３．光アクセス・ネットワーク
　４．要約
　５．結論
【００１７】
　１．高性能スーパーコンピュータおよびデータ・センタ
　データ・センタおよび高性能コンピューティング環境は、通常、数千個または数万個の
光リンクを含む。これらの光リンクのうちで最長の光リンクは、通常、１００ｍ未満の長
さを有する。これらの高速並列光データ・リンクの成功の展開を保証するための主要な要
件は、低コスト、高密度、および低電力消費である。
【００１８】
　以前の手法は、ファイバあたり１データチャネル配置と共に多モード・ファイバ・リボ
ンを利用する、１次元並列光データ・リンクに焦点を合わせた。しかし、そのようなシス
テム構成は、コストが高く、複雑であり、かさばる。
【００１９】
　図３は、高速光データ伝送のシステム１００を示す図であり、ここでは、多モード多芯
ファイバ（ＭＣＦ）１２０が、送信機のアレイ１４０と対応する受信機のアレイ１６０と
の間で複数の高速並列光データ・リンク１２４を提供するのに使用される。現在の例では
、送信機のアレイ１４０は、垂直共振器面発光レーザ（ＶＣＳＥＬ）、シリコン・フォト
ニクス・デバイス、または類似物の２次元（２Ｄ）アレイを使用して実施され、受信機の
アレイ１６０は、表面法線ＰｉＮ光検出器または類似物の２Ｄアレイを使用して実施され
る。本開示において、送信機、受信機、および類似物を、包括的に「伝送デバイス」と称
する。
【００２０】
　現在の例では、並列データ・リンクを提供するのに使用されるＭＣＦは、ＭＣＦの１０
ｍから１００ｍにわたる７つのチャネルの同時伝送が可能な７コア・グレーデッドインデ
ックス多芯ファイバである。そのようなファイバは、本願の譲受人によって所有され、参
照によってその全体が本明細書に組み込まれている、米国仮出願第６１／３１２，４９７
号に記載されている。現在の議論から、説明される技法および構造を、他のタイプのファ
イバを使用して実施できることは明白である。たとえば、単一モード７コアＭＣＦが、本
願の譲受人によって所有され、参照によってその全体が本明細書に組み込まれている、米
国仮出願第６１／３１４，１８３号明細書に記載されている。
【００２１】
　挿入画１３０に示されているように、７つの個々のＭＣＦコア１２２は、六角形構成で
配置され、６つのコアが六角形の頂点に位置決めされ、１つのコアが六角形の中央に位置
決めされている。この配置は、隣接するコアの間の適切な距離を有する、ファイバ構造内
のコアの効率的なパッキングをもたらす。
【００２２】
　コアの幾何形状が伝送デバイスの幾何形状と一致するならば、長方形アレイなどの他の
配置を使用することができる。また、７コアを有するＭＣＦが図示されているが、ファイ
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バ、カプラ、および伝送デバイスへの結合のあるクリティカルな特徴が損なわれない限り
、任意の個数のコアをＭＣＦ内で構成することができる。具体的に言うと、コアの減衰が
、従来の単一コア・ファイバに類似することが必須である。これは、コア製造の周知の方
法を使用して達成することができるが、アセンブリ方法が追加の減衰を導入しないことを
も必要とする。また、コアの間およびコアの中のクロストークを管理し、各コア内で伝搬
する光学場の分布に依存するコア間間隔に制限を設けなければならない。さらなる考慮事
項は、コア位置が、従来の方法を使用してファイバを一緒にスプライスできるのに十分な
公差で維持されなければならないことである。これは、マーカーが、１つまたは複数のコ
アを一意に識別するためにファイバ内に導入されることを必要とする場合がある。
【００２３】
　挿入画１５０ａは、エミッタ・アレイ１４０およびＭＣＦ　１２０の第１端を含む、伝
送リンク１００の第１端１５０の拡大分解図を示す。挿入画１７０ａは、第２端の拡大分
解図を示す。
【００２４】
　エミッタ・アレイ１４０および受信機アレイ１６０内の個々のデバイス１４２および１
６２は、特にコア直径およびコア・ピッチに関してＭＣＦコア１２２の構成と一致するそ
れぞれの２次元（２Ｄ）構成に配置される。この配置は、個々のＭＣＦコア１２２がそれ
ぞれの個々の送信機１４２に位置合せされた状態で、ＭＣＦの第１端面１２６を送信機ア
レイ１４０に直接に取り付けることを可能にする。同様に、ＭＣＦ　１２０の第２端面１
２８を、個々のＭＣＦコア１２２がそれぞれの個々の受信機１６２に位置合せされた状態
で受信機アレイ１６０に直接に取り付けることができる。この形で、複数の高速光リンク
が作成される。
【００２５】
　図３に示された例示的なシステム１００では、送信機のアレイは、ＭＣＦの第１端に突
合せ結合（ｂｕｔｔ－ｃｏｕｐｌｅｄ）されたＶＣＳＥＬの２Ｄアレイを含み、アレイ内
の各ＶＣＳＥＬは、それぞれの個々のＭＣＦコアに位置合せされる。各ＶＣＳＥＬを、デ
ータ信号を用いて直接に変調することができる。受信機のアレイ１６０は、ＭＣＦの第２
端に突合せ結合された表面法線ＰｉＮ検出器の２Ｄアレイを含み、アレイ内の各表面法線
ＰｉＮ検出器は、それぞれの個々のＭＣＦコアに位置合せされる。
【００２６】
　説明される配置を使用して、単一コア・ファイバを使用するシステムと比較して、伝送
システムの容量における７倍の増加を達成することが可能であることがわかる。説明され
る配置は、高い空間密度を達成する。２Ｄ　ＶＣＳＥＬはウェハ・レベルで製造できるの
で、製造コストは劇的に下がる。
【００２７】
　現在の例では、２Ｄ　ＶＣＳＥＬアレイを、市販デバイスを使用して実施することがで
き、市販デバイスは、現在、１０Ｇｂ／ｓもの高い帯域幅および５０μｍもの小さい中心
間ピッチを有する。しかし、２Ｄ　ＶＣＳＥＬアレイの最小中心間ピッチは、熱および電
気クロストークによって５０μｍの範囲で制限され得る。したがって、いくつかの状況で
は、ＶＣＳＥＬの２Ｄアレイの構成を所与のＭＣＦの幾何構造と直接に一致させることが
可能ではない。また、一般的に言って、ＭＣＦが従来の単一コア・ファイバと同一のまた
はこれに匹敵する外径すなわち１２５μｍ程度の外径を有することが有利である。
【００２８】
　したがって、図４に、上記および他の文脈でトランシーバおよび類似デバイスとの接続
性を提供する、本発明のさらなる態様によるテーパー多芯カプラ１８０の等角図を示す。
図２に示されているように、テーパー多芯カプラ１８０は、複数の個々のコア１８４と共
にある長さのＭＣＦファイバ本体１８２を含む。ファイバ本体１８２は、第１端面１８６
と第２端面１８８との間で断熱的にテーパー加工される。
【００２９】
　第１端面１８６は、ＶＣＳＥＬのアレイまたは同様の送信機デバイスと一致するサイズ
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および構成を有する。この配置は、突合せ結合技法または類似物を使用して、カプラ・フ
ァイバの個々のコア１８４が送信機のアレイ内のそれぞれのデバイスに位置合せされた状
態で、第１端面をＶＣＳＥＬのアレイに直接に取り付けることを可能にする。
【００３０】
　第２端面１８８は、従来の単一コア・ファイバと同一の外径を有するＭＣＦ　１２０と
一致するサイズおよびコア構成を有する。したがって、カプラの第２端面１８８を、カプ
ラの個々のコア１８４がそれぞれのＭＣＦコア１２２に位置合せされた状態でＭＣＦ端面
１２６にスプライスすることができる。カプラ１８０とＭＣＦ　１２０との間の低損失ス
プライシングは、方位制御を有する市販の偏波維持スプライサを使用して達成することが
できる。その代わりに、多芯ファイバに最適化された方位監視および制御を有するスプラ
イサを、改善されたスプライシングのために使用することができる。
【００３１】
　図５に、上で説明したグレーデッドインデックスＭＣＦの端面１９０の、その構造を示
すイメージを示す。図示の例では、ＭＣＦは、約２６μｍのコア直径および約３９μｍの
コア・ピッチを有する、六角形アレイに配置された７つの個々のコア１９２を含む。クラ
ッディング外径は、１２５μｍであり、アクリル樹脂二重コーティング層の外径は、２５
０μｍである。
【００３２】
　１．３μｍでの７つの個々のＭＣＦコアの平均伝送損失は、約０．５ｄＢ／ｋｍであり
、これは、従来のグレーデッドインデックス・ファイバの典型的な値である。高速並列Ｍ
ＣＦ伝送、たとえば１０Ｇｂ／ｓ超を達成するためには、個々のコアの間にクロストーク
がほとんどまたは全くなく、その結果、各コアの送信される信号が、他のコアで送信され
る信号からの大量の干渉を受けないようにすることが必要である。さらに、グレーデッド
インデックス・プロファイルの最適化された設計および正確な制御は、製造プロセス中の
各コア内の適切なトレンチ形状と共に、各コア内の中央モードおよび外側モードを正確に
制御できるようにするために、モード帯域幅を増やせるようにするために必須である。コ
ア、特に外側コアの変形を除去できる形でファイバ製造を実行することも重要である。こ
れは、下で説明するように、基本的な多芯ファイバ幾何形状を作るのに使用される方法に
依存する周知の方法を使用して達成することができる。
【００３３】
　グレーデッドインデックス多芯ファイバを、スタックアンドドロー（ｓｔａｃｋ－ａｎ
ｄ－ｄｒａｗ）プロセスを使用して製造することができる。複数のフィラー要素（ロッド
、管など）の中に位置決めされた複数のコア・ロッドを含むプリフォームが組み立てられ
る。プリフォーム・アセンブリを一緒に保持する１つの形は、たとえば、その中にロッド
が位置決めされる外側管を使用することである。プリフォームは、ターゲット・ファイバ
・パラメータが維持されることを保証するために、製造プロセス中に監視される。コアの
幾何配置、コアの間の間隔、およびコア偏心率も、製造プロセス中に品質管理のために監
視される。
【００３４】
　さらに、ファイバ引抜き時にコア配置が所望のターゲット構成を達成するように、プリ
フォーム外周を、プラズマ、ＨＦエッチング、機械的研磨、または類似物によって選択的
にエッチングすることができる。コア・ロッドの正しい位置決めおよびロッドの間の間隙
間隔の正しい処理（または除去）を用いて、コア変形を最小にすることができる。これは
、コア・ロッドの間の間隙間隔を固体フィラー・ロッドまたは固体フィラー粒子で充てん
することによって、均一なガラス本体にあけられた穴にコア・ロッドを挿入することによ
って、または最小限のボイド・スペースと共に一緒に束ねられる形状にコア・ロッドを研
磨することによって、達成することができる。
【００３５】
　プリフォーム・スタックは、組み立てられた後に、当技術分野で既知の技法を使用して
、加熱され、合併され、多芯ファイバに引き抜かれる。
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【００３６】
　図６に、断層撮影インデックス・プロファイラによって測定された、多芯ファイバの屈
折率分布１９４を示す。比屈折率差は、約２％である。図６から、コア１９６のすべてが
、かなり円形であり、最適化されたグレーデッドインデックス・プロファイルを維持する
ことがわかる。
【００３７】
　ある信号コアから隣接コアへの光クロストークは、ＭＣＦの設計および製造における重
要な問題である。多芯ファイバのクロストーク特性は、部分的には、屈折率分布、幾何学
的構造、および類似物などのファイバ設計特徴に依存する。多芯ファイバのクロストーク
特性は、ファイバ長、曲げ特性、その他などの他の要因にも依存する。
【００３８】
　上で説明したＭＣＦについて、１７ｃｍ直径の直径を有するリールに巻き付けられたフ
ァイバの５５０ｍ長さでの中央コアから隣接外側コアへの光クロストークが、中央コアが
８５０ｎｍ波長多モードＶＣＳＥＬによって励起された時に、ファイバの出力端面で光出
力強度分布をスキャンすることによって測定された。６つの外側コアと中央コアとの間の
５５０ｍファイバでのクロストークは、すべて、－４０ｄＢ未満になることが測定された
。
【００３９】
　ＭＣＦ接続性を高めるために、また、多モードＭＣＦとＶＣＳＥＬ／ＰＩＮ検出器の２
Ｄアレイとの間の突合せ結合の結合効率および空間公差を高めるために、それぞれのＧＲ
ＩＮレンズを、ＭＣＦの各個々のコア上に製造することもできる。グレーデッドインデッ
クス・プロファイルを有する複数のコア・ロッドから作られたＭＣＦは、コンパクトなデ
バイス内に複数のＧＲＩＮレンズを提供して、ＭＣＦとトランシーバとの間の相互接続を
もたらす。
【００４０】
　本発明のさらなる態様によれば、ＭＣＦ内の個々のコアの方位を保つために、ＭＣＦは
、どのコアがどの送信機に接続されるのかを区別するためにマーカーを設けられる。この
マーカーは、溝、平坦な表面、もしくは類似物などの機械的特徴、または吸収体、エミッ
タ、散乱体、屈折器、もしくは類似物などの光学的特徴を使用して実施することができる
。マーカーは、方位のインジケータとして働くことができ、あるいはその代わりに、好ま
しい方位を機械的に作ることができる（たとえば、平坦表面マーカーは、結合中の望まれ
ない方位を防ぐことができる）。
【００４１】
　２．コア・ネットワーク
　コア・ネットワークは、ネットワーク・アーキテクチャのバックボーン（背骨）とみな
すことができ、通常は、数百ｋｍまたは数千ｋｍの長さを有するデータ・リンクを含む。
現在の光コア・ネットワークでは、分布帰還型（ＤＦＢ）レーザーを有するＬｉＮｂＯ３
マッハツェンダ（ＭＺ）変調器が、通常は送信機として使用され、高速ＰＩＮ光検出器が
、受信機として使用される。
【００４２】
　光コア・ネットワークでのファイバあたりの容量は、１０年おきに約１００の割合で増
加した。高密度波長分割多重（ＷＤＭ）技法および偏波分割多重（ＰＤＭ）技法を使用す
るファイバでの３２－Ｔｂ／ｓの総容量が、最近、研究団体で実証され、数Ｔｂ／ｓのト
ランスポート容量が、商業的に入手可能である。１００Ｇｂ／ｓイーサネットが近い将来
に展開されることと、オペレータ・キャリアがファイバあたり１００Ｔｂ／ｓ超をトラン
スポートできることを必要とすることとが、期待される。しかし、最近の研究は、ファイ
バあたりの容量が、現在の伝送技法を使用するファイバあたり１００Ｔｂ／ｓに達するこ
とができないことを示した。したがって、ファイバ・テクノロジにおける「破壊的」イノ
ベーションすなわち、市場での広範囲にわたる変化を引き起こすイノベーションが、所望
の容量を達成するために必要である可能性がある。本明細書では、１つのそのような破壊
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的イノベーションが、コア・ネットワークのために空間分割多重（ＳＤＭ）と共にＭＣＦ
を使用することであることを提案する。
【００４３】
　これから、本発明のさらなる態様による、単一モードＭＣＦを用いてＳＤＭを実行し、
ＳＤＭ、ＷＤＭ、およびＰＤＭマルチスパンＭＣＦ伝送を形成するのにテーパー多芯コネ
クタ（ＴＭＣ）を使用する方式を説明する。
【００４４】
　図７に、本発明のさらなる態様による、ＳＤＭおよびＷＤＭ（またはＰＤＭ）マルチス
パン伝送リンク２００の概略図を示す。伝送リンク２００では、第１および第２のテーパ
ー多芯コネクタ（ＴＭＣ）２４０および２６０が、それぞれ、単一モードＭＣＦ　２４０
の一連のスパンへおよびこれから多重化デバイス（たとえば、ＷＤＭまたはＰＤＭ）２４
２および対応する多重分離デバイス（たとえば、波長分割デマルチプレクサまたは偏波分
割デマルチプレクサ）に接続するのに使用される。各スパンの後に、多芯光増幅器２２４
が、通常、伝送損失を補償するために使用される。代替案では、分散ラマン増幅を使用し
て、信号がファイバに沿って伝搬する時にその信号を増幅することができる。
【００４５】
　伝送リンク２００は、７コア単一モードＭＣＦ　２２０の一連のスパン２２０ａ～ｎを
含む。各スパン２２０ａ～ｎは、数十ｋｍから数百ｋｍの範囲に及ぶ距離にわたる同時７
コア伝送が可能である。ＭＣＦコア２２２の例示的な断面構成が、挿入画２３０に示され
ている。
【００４６】
　第１ＴＭＣ　２４０は、空間分割多重（ＳＤＭ）を提供するため、および複数の波長分
割多重または偏波分割多重（ＷＤＭまたはＰＤＭ）光デバイス２４２への接続性を提供す
るために最初のＭＣＦスパン２２０ａの先端に設けられ、光デバイス２４２は、既知の波
長分割多重または偏波分割多重の技法２４２を使用して異なる波長または偏波で複数の送
信機２４４を組み合わせるのに使用される。第２ＴＭＣ　２６０は、空間分割多重分離を
提供するため、および複数の波長分割多重分離または偏波分割多重分離（ＷＤＤＭまたは
ＰＤＤＭ）光デバイス２６２への接続性を提供するために、最後のＭＣＦスパン２２０ｎ
の後端に設けられ、光デバイス２６２は、それぞれの複数の光受信機２６６に接続される
波長チャネルまたは偏波チャネル２６４を多重分離するのに使用される。
【００４７】
　図７に示されているように、多芯増幅器２２４を、信号増幅を提供するために、ＭＣＦ
スパン２２０ａ～ｎの間に配置することができる。現在の例では、多芯増幅器２４２は、
希土類、たとえば、エルビウムまたはエルビウム－イッテルビウムをドーピングされたフ
ァイバを含む。多芯ラマン増幅器またはパラメトリック増幅器を、分布増幅またはランプ
増幅（ｌｕｍｐ　ａｍｐｌｉｆｉｃａｔｉｏｎ）のために使用することができる。始端と
受信機端との両方のＷＤＭカプラを、光増幅用のポンプ光を提供するのに使用することが
できる。
【００４８】
　図８に、より詳細なテーパー多芯コネクタ（ＴＭＣ）２４０の概略図を示す。ＴＭＣ　
２４０は、複数の光ファイバ２４４を含み、各ファイバは、それを通って延びるそれぞれ
のコア２４６を含む。複数のファイバ２４４は、テーパー・カプラ本体２４８で一緒にま
とめられ、テーパー・カプラ本体２４８は、許容できる低いレベルのクロストーク、たと
えば－２５ｄＢ未満を伴って個々のファイバ・コア２４６の分離を維持する。ＴＭＣから
の挿入損失も、できる限り小さく保たれなければならない。テーパー・カプラ本体２４８
は、端面２５０で終わる。
【００４９】
　現在の例では、ＴＭＣ　２４０は、例示的なＭＣＦ　２２０の端面２３０の外径と一致
する外径を有する。さらに、ＴＭＣ端面２５０は、コア直径、コア・ピッチ、モードフィ
ールド・サイズ、モードフィールド形状、および類似物に関して、多芯ファイバ２２０の



(10) JP 5570460 B2 2014.8.13

10

20

30

40

50

コア２２２の構成と一致するコア構成を有する。個々のファイバ２４４を、波長チャネル
または偏波チャネルを多重化（または多重分離）するのに使用でき、複数の光送信機、光
受信機、または同様の伝送デバイスのいずれかに接続される、それぞれの波長分割多重デ
バイスまたは偏波分割多重デバイスに接続することができる。カプラ端面２５０は、カプ
ラ・コア２４６がそれぞれのＭＣＦコア２２２に位置合せされた状態で、ＭＣＦ端面２３
０に直接に接続される。カプラ端面およびＭＣＦ端面は、低損失融着接続技法または類似
物を使用して接続される。
【００５０】
　説明されたＴＭＣの１つの利益は、これを使用してＷＤＭデバイスまたはＰＤＭデバイ
スと組み合わされた伝送リンク内でＳＤＭ機能を実行でき、したがって、伝送容量が全般
的に増えることである。
【００５１】
　製造技法を含むテーパー多芯コネクタは、本願の譲受人によって所有され、参照によっ
てその全体が本明細書に組み込まれている、米国仮出願第６１／３１４，１８２号により
詳細に記載されている。
【００５２】
　本発明が、米国特許第５，８６４，６４４号に示されたテーパー・ファイバ・バンドル
（ＴＦＢ）などの従来技術のデバイスとは異なることに留意されたい。１つの重要な相違
は、現在説明されているＴＭＣが、複数の高速並列データ・リンクの接続性を提供するの
に使用され、したがって、複数の個々のコアの完全性を保つことである。その一方で、Ｔ
ＦＢは、全く異なる応用、すなわち、クラッディング励起（ｃｌａｄｄｉｎｇ－ｐｕｍｐ
ｅｄ）型のファイバ・レーザー、増幅器、または単一のコアおよびポンピング光エネルギ
が打ち込まれる大きいクラッディングを有する同様のデバイスに光エネルギを供給するの
に使用される。したがって、ＴＦＢは、複数の単一ファイバ入力を有することができるが
、複数のコアの完全性を維持することができず（すなわち、低いクロストークを実現しな
い）、並列データ伝送に使用することはできない。
【００５３】
　長距離マルチスパン伝送など、いくつかの応用では、図７に示された増幅器２２４など
の多芯増幅器が必要である。多芯ファイバ増幅器は、本願の譲受人によって所有され、参
照によってその全体が本明細書に組み込まれている、米国仮出願第６１／３１４，１８１
号に記載されている。
【００５４】
　３．光アクセス・ネットワーク
　光アクセス・ネットワークでは、受動光ネットワーク（ＰＯＮ）アーキテクチャが一般
に使用され、このアーキテクチャでは、中央局の光回線終端装置（ＣＯ／ＯＬＴ）が、約
２０～６０ｋｍ程度の長さを有する光ファイバによってリモート・ノード（ＲＮ）に接続
され、受動光スプリッタが、加入者構内の光ネットワーク・ユニット（ＯＮＵ）に接続さ
れる。ＩＴＵ－Ｔなどのさまざまな標準規格に従って、アップストリーム信号は、１３１
０ｎｍの範囲内の波長を有し、ダウンストリーム信号は、１４９０ｎｍの範囲内の波長を
有する。光アクセス・ネットワークでは、直接変調レーザー（ＤＭＬ）、エレクトロアブ
ソーバ・モジュレーテッド・レーザー（ｅｌｅｃｔｒｏ－ａｂｓｏｒｂｅｒ　ｍｏｄｕｌ
ａｔｅｄ　ｌａｓｅｒ、ＥＭＬ）、または同様のデバイスが、一般に送信機として使用さ
れ、アバランシェ・ダイオード検出器または同様のデバイスが、受信機として使用される
。
【００５５】
　インターネット・サービスの最近のすばやい増加は、多数の供給ファイバの増加する必
要をもたらし、ダクト・パイプ・ライン（ｄｕｃｔ　ｐｉｐｅ　ｌｉｎｅ）の輻輳をもた
らした。したがって、低コスト高ファイバカウント高密度ケーブルが、将来の光アクセス
・ネットワーク用の実用的なＰＯＮシステムを構築するために必要である。ＭＣＦは、現
在のケーブル直径によって課せられる制限を克服する解決策を提供する。ダクト・パイプ
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区域内の多数の供給ファイバ・ケーブルの輻輳を解決するために、単一モードＭＣＦ伝送
をＰＯＮシステムに使用することができる。
【００５６】
　図９に、本発明の態様による例示的なＰＯＮアーキテクチャ３００の概略図を示し、こ
の図では、７コア単一モードＭＣＦ　３２０ならびに第１および第２のＴＭＣ　３４０お
よび３６０が、７つのチャネルの同時伝送に使用される。
【００５７】
　ＣＯ／ＯＬＴ　３４２では、複数のＰＯＮトランシーバ３４４（１４９０ｎｍダウンス
トリーム信号送信機および１３１０ｎｍアップストリーム受信機）が、複数のそれぞれの
単一コア・ファイバ３４６を介して第１ＴＭＣ　３４０に接続され、単一コア・ファイバ
３４６のそれぞれは、それを通って延びるそれぞれのコア３４８を含む。第１ＴＭＣ端面
３５０は、融着接続または同様の技法を使用して、単一モードＭＣＦの第１端面３３０に
接続される。
【００５８】
　ＲＮ　３６２では、第２ＴＭＣ　３６０の端面３６４が、融着接続または同様の技法を
使用して、ＭＣＦの第２ＭＣＦ端面３３２に接続される。それぞれのコア３６８を有する
個々のファイバ３６６は、第２ＴＭＣ　３６０で一緒にまとめられ、コア３６８は、別々
にＴＭＣ端面３６４まで延びる。ファイバ３６６は、それぞれの光ファイバ・スプリッタ
３７０に接続される。現在の例では、光ファイバ・スプリッタは、１：３２の分割比を有
する。各スプリッタは、加入者の構内のＯＮＵ　３７２に接続される。
【００５９】
　４．要約
　上で説明したトポロジおよび応用は、別個であるが、ネットワークを構成する光コンポ
ーネントは、複数の点で共通性を有する。ＭＣＦに関して、コアが単一モードであろうと
複数のモードを担持しようと、光減衰は、匹敵する単一コア・ファイバより大幅に大きく
なってはならない。
【００６０】
　単一モードＭＣＦに関して、損失は、１３１０ｎｍで０．４２ｄＢ／ｋｍを超えてはな
らず、１４９０ｎｍで０．３ｄＢ／ｋｍを超えてはならない。多モードＭＣＦに関して、
損失は、８５０ｎｍで２．２ｄＢ／ｋｍ、１３００ｎｍで０．５ｄＢ／ｋｍを超えてはな
らない。これらの損失レベルは、効率的な通信リンクおよび損失バジェットを確立するた
めに重要である。これらの損失レベルの達成は、本願の譲受人によって所有され、参照に
よってその全体が本明細書に組み込まれている、米国仮出願第６１／３１２，４９７号お
よび米国仮出願第６１／３１４，１８４号に記載されている。コア特性およびアセンブリ
特性に対する同様の注意が、コアの間およびコアの中でのクロストークを管理するために
必要である。具体的に言うと、多モードＭＣＦのクロストークは、ファイバの５５０ｍ長
さで－４０ｄＢ未満でなければならない。単一モードＭＣＦのクロストークは、アクセス
・ネットワークの伝送波長ウィンドウ内で－３８ｄＢ未満でなければならない。
【００６１】
　第２の共通の特徴は、コアが、連結されたケーブル・スパンを組み立てるためまたはＴ
ＭＣなどの入力デバイスおよび出力デバイスに結合するためにファイバの容易なスプライ
シングを可能にするのに十分な、光モードフィールドのサイズおよび形状における位置の
正確さおよび精度を有しなければならないことである。これは、ファイバが、１つまたは
複数のコアを一意に識別することを可能にするマーカーまたは特徴を有することを必要と
する場合がある。ＭＣＦへのおよびこれからの結合損失は、リンク・バジェットを閉じる
ために十分に低くなければならない。クロストークの許容可能レベルは、特定の応用例に
依存する。通常のアクセス・ネットワークでは、クロストークは、－２５ｄＢ未満でなけ
ればならない。通常のコア・ネットワークでは、クロストークは、－４０ｄＢ未満でなけ
ればならない。
【００６２】
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　５．結論
　前述の説明は、当業者が本発明を実践することを可能にする詳細を含むが、この説明が
、性質において例示的であることと、その多数の修正形態および変形形態が、これらの教
示の利益を有する当業者に明白になることとを了解されたい。したがって、本明細書の発
明が、本明細書に添付された特許請求の範囲のみによって定義されることと、特許請求の
範囲が、従来技術によって許される限り広く解釈されることとが意図されている。

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図７】 【図８】
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【図９】
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